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　　　　平平平平成成成成１１１１００００年年年年３３３３月月月月期期期期        決決決決算算算算短短短短信信信信                                                                                                平成１０年５月２９日

　　上 場 会 社 名    日日日日    立立立立    建建建建    機機機機    株株株株    式式式式    会会会会    社社社社            上場取引所（所属部） 東証・大証（市場第一部）

　　コ ー ド 番 号    ６３０５
　　本 社 所 在 地    東京都千代田区大手町二丁目６番２号
　　問  合  せ  先       責任者役職名   社長室部長
 　　                    氏        名   鳥原　和憲                ＴＥＬ（０３）３２４５－６３０５
　　決算取締役会開催日   平成１０年５月２９日               定時株主総会開催日   平成１０年６月２６日
　　連 結 決 算 の 有 無　 有                                 中間配当制度の有無 　有

　　　　　　　　１１１１．．．．平平平平成成成成１１１１００００年年年年３３３３月月月月期期期期のののの業業業業績績績績        （（（（平平平平成成成成９９９９年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平平平平成成成成１１１１００００年年年年３３３３月月月月３３３３１１１１日日日日））））
　　（１）経営成績                                                                 （百万円未満切り捨て）

売 上 高（対前期増減率）  営 業 利 益（対前期増減率） 経常利益（対前期増減率）

10年3月期
 9年3月期

　　　　　百万円　　　　％
２６４，２９９（△３．０）
２７２，５５５（　６．２）

　　　　　百万円　　　　　％
　１２，５７６　（△１６．３）
　１５，０２２　（　６８．９）

　　　百万円　　　　　　％
５，６１２　（△２９．９）
８，００７　（１４０．５）

  当 期 利 益   対前期

                増減率
１ 株 当 た り

当 期 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期利益

株 主  資  本

当 期 利 益 率

総  資   本

経 常 利 益 率

売  上   高

経 常 利 益 率

10年3月期
 9年3月期

　　　百万円　　　　　％
２，３３０（△３３．６）
３，５０７（１０７．２）

　　円　　銭
１６　２１
２４　４０

　　円　　銭
　　－
２４　２１

　　　　％
　２．８
　４．３

　　　　
％
　１．９
　２．８

　　　　％
　２．１
　２．９

　　（注）１．期中平均株式数　　　 平成 10 年 3 月期　１４３，７４８ 千株
　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成 9 年 3 月期　１４３，７４６ 千株
　　　　　２．会計処理の方法の変更     該当事項なし
　　（２）配当状況

      １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
中  間 期  末 （年     間） 配 当 性 向 配 当 率

10年3月期
 9年3月期

　　円　　銭
　６　００
　６　００

　　円　　銭
　３　００
　３　００

　　円　　銭
　３　００
　３　００

　　　百万円
　　８６２
　　８６２

　　　　　％
　３７．０
　２４．６

　　　　　％
　　１．０
　　１．０

　　（３）財政状態

総　　　資　　　産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 1 株 当 た り 株 主 資 本

10年3月期
 9年3月期

　　　　　　　百万円
　　２８８，２９５
　　２９８，２３６

　　　　　　百万円
　　８４，７４７
　　８３，３７８

　　　　　　　　％
　　　　２９．４
　　　　２８．０

　　　　　円　　　銭
　　５８９　　５５
　　５８０　　　３

　　（注）１．期末発行済株式数　　 平成 10 年 3 月期  １４３，７４８ 千株
　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成 9 年 3 月期  １４３，７４８ 千株
　　　　　　　　　　（額面株式、　1単位の株式数 １，０００株）
　　　　　２．有価証券の時価と貸借対照表計上額との差額　　　４０５百万円
　　　　　３．デリバティブ取引の時価と契約額等との差額　　△４９５百万円
　　　　　　　　２２２２．．．．平平平平成成成成１１１１１１１１年年年年３３３３月月月月期期期期のののの業業業業績績績績予予予予想想想想        （（（（平平平平成成成成１１１１００００年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平平平平成成成成１１１１１１１１年年年年３３３３月月月月３３３３１１１１日日日日））））

   1 株 当 た り 年 間 配 当 金
売  上  高 経 常 利 益 当 期 利 益   中  間   期  末

中 間 期
通 期

　　　　　百万円
１２３，０００
２５７，０００

　　　　　百万円
　　１，２００
　　５，０００

　　　　百万円
　　△２００
　１，６００

　円　　銭
３　００
　　―

　円　　銭
　　―
３　００

　円　　銭
　　―
６　００

　　（参考） 1 株当たり予想当期利益（通期）    １１円  １３銭
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１１１１．．．．当当当当期期期期及及及及びびびび次次次次期期期期のののの業業業業績績績績のののの概概概概況況況況
  当期におけるわが国経済は、所得税減税の廃止と消費税率引上げ等により個人消費が低

迷し、公共投資の抑制、金融システム不安に加え、アジアの通貨危機により輸出環境が悪

化する等、危機的ともいえる大きな落ち込みを見せました。

  このような情勢の中で当社は、21世紀に向けて生産性 30％向上を目指す企業革新運動

HOP-UP 30 for 21を中心に、全社 CIM (Computer Integrated Management) の本格稼

動と情報システムの高度化等により、お客様の多様なご注文に即応できる生産体制の確立

と、市場ニーズを捉えた新製品及び応用製品のスピーディーな開発・市場投入に努めてま

いりました。

  また提案営業活動 STAR-21 等お客様に密着した営業活動と販売・レンタル・サービス

網の拡充等により、マーケットシェアの向上を図るとともに、現地生産、製品の輸入販売、

部品の国際購買等の国際化の推進、サービス業務を抜本的に見直す S-VEC (Service-Value

Engineering for Customers) 運動等による業務効率の向上とトータルコストの低減に取

組んでまいりました。

  しかしながら、国内の深刻な需要減退等により、売上高は前期比 3％減の 2,642億 9千

9百万円、経常利益は同 30％減の 56億 1千 2百万円となりました。  また当期利益は、

関係会社株式評価損を特別損失に計上した結果、同 34％減の 23億 3千万円となりました。

  主要営業品目別の概況では、油油油油圧圧圧圧シシシショョョョベベベベルルルルは、輸出が大型機を中心に大きく躍進し、国

内でも次世代を担う戦略商品として市場投入した後方小旋回型油圧ショベル ウルトラ

225が好評を博しましたが、国内の需要減退は予想以上に大きく、前期を下回りました。

ミミミミニニニニシシシショョョョベベベベルルルルは、欧州・オセアニアを中心として輸出は大きく伸びましたが、国内の需要

減退が著しく、シェア向上は達成しましたものの、前期を下回りました。

ククククロロロローーーーララララククククレレレレーーーーンンンン・・・・基基基基礎礎礎礎工工工工事事事事用用用用機機機機械械械械は、国内では新機種の投入によりシェアを大幅に伸ば

しましたが、民間建設工事の低迷と公共工事の減少等により、輸出は通貨危機の影響を受

けたタイ・韓国向けの減少等により、いずれも前期を下回りました。

トトトトンンンンネネネネルルルル掘掘掘掘進進進進機機機機他他他他は、トンネル掘進機は、大型地下工事の減少等により前期を下回りまし

た。 ホイールローダは、国内・輸出ともに減少し、前期を下回りましたが、超音波計測機

器は、先進的な新機種の投入等により、前期を上回り、当社が力を注いでまいりました建

機応用製品も、市場ニーズを捉えた製品開発等により、前期を上回りました。ダンプトラ

ック、道路機械等のフルライン製品は、国内需要の大幅な減退により前期を下回りました。

ササササーーーービビビビススススにつきましては、国内では工事量の減少等により前期を下回りましたが、米国に

おける輸出部品の需要増加等により前期を上回りました。

  今後の動向を見ますと、公共事業の追加、金融安定策、政策減税等を柱とした総合経済

対策が打ち出されましたが、その効果を定着させるためには継続的な追加対策が必要であ

り、アジア経済も早急な回復は望めない等、当社をとり巻く環境は厳しさを増し、未曾有

の難局に立ち向かわなくてはなりません。
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  このような情勢を踏まえ、当社は、21 世紀へ向けて更なる飛躍を目指し、新たに平成

10年度を起点とする中期経営計画 JUMP-UP 30 for 21をまとめました。日立建機グルー

プとして確固たる市場地位を築くことを目標に、斬新なコンセプトを持つ新製品や多様な

ニーズにお応えする応用製品のスピーディーな開発、環境関連事業の充実等、需要創造型

の事業展開に取組んでまいります。またセールスプロモーションシステム（SPS）やホー

ムドクターシステム（HDS）等の情報システムを駆使し、真にお客様にとって価値のある

商品とサービスの提供に努めるとともに、国内外のネットワークを基盤とした最適生産体

制を追求し、トータルコストの削減と為替変動に強い体質の確立、資金効率の向上等によ

る財務体質の強化を図ってまいります。今後一層厳しくなる経営環境の中で、「基本と正

道」に則り、業容の持続的発展と魅力ある企業づくりに邁進する所存です。

  次期の業績見通しにつきましては､売上高 2,570億円､経常利益 50億円､当期利益 16億

円を見込んでおります。

２２２２．．．．配配配配        当当当当        政政政政        策策策策
当社におきましては､配当政策は将来の事業計画､財務状況､収益性などを考慮しつつ､従

来からの安定配当を維持することを基本として考えております。

  これに基づき､当期は中間配当金を 1株当たり 3円とさせていただきましたが､期末配当

金につきましても 1株当たり 3円(年間配当金 6円)とさせていただく予定であります｡これ

により当期の配当性向は 37.0％、株主資本配当率は 1.0％となります。

  当期の内部留保資金につきましては､今後の競争力確保のために､技術開発及び生産設備

の合理化等に有効に活用してまいりたいと存じます｡

  今後とも､経営体質の強化につとめ､株主各位のご期待に沿うべく努力してまいる所存で

ございます。
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－４－

３．貸３．貸３．貸３．貸借借借借対照対照対照対照表表表表
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目

当   期

平成 10年

3月 31日

現　　在

前  期

平成９年

3月 31日

現　　在

前期比較

増　　減

科　　　　　目

当   期

平成 10年

3月 31日

現　　在

前   期

平成９年

3月 31日

現　　在

前期比較

増　　減

［ 資 産 の 部 ］

流 動 資 産

　現 金 及 び 預 金

　受 取 手 形

　売 掛 金

　有 価 証 券

　製 品

　半 製 品

　材 料

　仕 掛 品

　その他の流動資産

　貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

 有 形 固 定 資 産

　建 物

　構 築 物

　機 械 装 置

　車 両 運 搬 具

　工 具 器 具 備 品

　土 地

　建 設 仮 勘 定

 無 形 固 定 資 産

　施 設 利 用 権

　その他の無形固定資産

 投 資 等

　子会社株式及び出資金

　投 資 有 価 証 券

　長 期 貸 付 金

　長 期 前 払 費 用

　その他の投資等

　貸 倒 引 当 金

189,250

10,378

37,031

94,284

1,997

25,702

9,371

254

9,196

2,764

△1,730

99,045

65,276

20,009

3,973

11,177

105

2,530

26,532

948

244

168

75

33,524

10,271

17,721

416

795

4,339

△20

206,295

10,692

41,766

114,377

999

21,712

8,105

299

8,672

1,080

△1,410

91,941

58,492

14,239

3,625

10,052

113

2,605

24,378

3,477

212

136

76

33,236

9,848

18,583

438

551

3,843

△30

△17,044

△313

△4,734

△20,093

997

3,990

1,265

△45

523

1,683

△320

7,104

6,784

5,769

348

1,124

△7

△75

2,153

△2,529

32

32

－

287

422

△862

△22

244

495

10

［ 負 債 の 部 ］

流 動 負 債

　支 払 手 形

　買 掛 金

　短 期 借 入 金

　ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ

　社 債

　未 払 金

　未 払 法 人 税 等

　未 払 事 業 税 等

　諸 預 り 金

　割賦未実現利益

　割 賦 前 受 利 息

　その他の流動負債

固 定 負 債

　社 債

　長 期 借 入 金

　退 職 金 引 当 金

　その他の固定負債
　

負 債 合 計

［ 資 本 の 部 ］

資 本 金

法 定 準 備 金

　資 本 準 備 金

　利 益 準 備 金

剰 余 金

　特別償却準備金

　圧縮記帳積立金

　別 途 積 立 金

　当期未処分利益

　(うち当期利益 )

資 本 合 計

131,279

6,870

43,255

14,225

0

39,900

10,243

794

252

2,545

7,959

3,698

1,535

72,269

50,000

916

15,964

5,388

203,548

22,199

23,547

21,726

1,821

39,000

168

352

35,600

2,878

(2,330)

84,747

135,344

8,054

45,956

27,810

12,000

9,075

9,850

3,553

994

1,563

8,867

4,105

3,514

79,512

59,900

1,241

16,124

2,247

214,857

22,199

23,450

21,726

1,724

37,729

197

352

33,100

4,079

(3,507)

83,378

△4,065

△1,183

△2,701

△13,584

△12,000

30,824

392

△2,759

△741

982

△907

△407

△1,979

△7,243

△9,900

△325

△159

3,141

△11,308

0

97

0

97

1,271

△28

0

2,500

△1,200

(△1,177)

1,368

資 産 合 計 288,295 298,236 △9,940 負債及び資本合計 288,295 298,236 △9,940



－５－

４４４４．．．．損損損損益益益益計計計計算算算算書書書書

                                                                                                                                                                                                                                                                                    　　　　　　　　　　　　                        （（（（単位：百万円）

科　　　　　　　目

当　　　　　　期

　自平成　9 年 4 月　1 日

　至平成 10 年 3 月 31 日

前　　　　　　期

　自平成 8年 4 月　1 日

　至平成 9年 3 月 31 日

前  期  比

［ 経 常 損 益 の 部 ］

営 業 損 益 の 部

　売 上 高

　売 上 原 価

　販売費及び一般管理費

　　割賦販売利益繰延前営業利益

　割賦販売利益繰延差額

　　営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部

　営 業 外 収 益

 （ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ）

 （雑        収       益）

　営 業 外 費 用

 （ 支 払 利 息 及 び 割 引 料 ）

 （雑        損       失）

　　経 常 利 益

［ 特 別 損 益 の 部 ］

　特 別 損 失

　　関 係 会 社 株 式 評 価 損

　税 引 前 当 期 利 益

　　法 人 税 及 び 住 民 税

　当 期 利 益

　前 期 繰 越 利 益

　中 間 配 当 額

　利 益 準 備 金 積 立 額

　当 期 未 処 分 利 益

２６４，２９９

１９８，６６６

５３，９６４

１１，６６８

　　　　△ ９０７

１２，５７６

３，７４５

（２， ５５５）

（１，１８９）

１０，７０９

（３，３５８）

（７，３５０）

５，６１２

　　　　　 ３８２

　　　　　 ３８２

５，２３０

２，９００

２，３３０

１，０２２

           ４３１

             ４３

２，８７８

２７２，５５５

２０２，４３４

５３，７９５

１６，３２５

１，３０２

１５，０２２

３，２６４

（２，４８３）

         （７８０）

１０，２７９

（３，４４８）

（６，８３０）

８，００７

               ０

               ０

８，００７

４，５００

３，５０７

１，０４５

           ４３１

             ４３

４，０７９

％

９７

９８

１００

７１

―

８４

１１５

（１０３）

（１５２）

１０４

（９７）

（１０８）

７０

―

―

６５

６４

６６

９８

１００

１００

７１



－６－

５５５５．．．．利利利利益益益益処処処処分分分分案案案案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　　目
当　　　　　期

自平成 9年 4 月　1 日
至平成 10 年 3 月 31 日

前　　　　　期
  自平成 8 年 4 月　1 日
  至平成 9 年 3 月 31 日

前 期 比 較 増 減

当 期 未 処 分 利 益
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

合　　　　　　計

２，８７８
６６

２，９４４

４，０７９
７７

４，１５６

△１，２００
△１０

△１，２１１
こ れ を 下 記 の と お り 処 分 い た し ま す 。

利 益 準 備 金
利 益 配 当 金

取 締 役 賞 与 金
特 別 償 却 準 備 金
別 途 積 立 金
次 期 繰 越 利 益

５４
４３１

(１株につき３円)
１００
６４

５００
１，７９４

５４
４３１

(１株につき３円)
１００
４８

２，５００
１，０２２

０
－

０
１５

△２，０００
７７２

貸貸貸貸 借借借借 対対対対 照照照照 表表表表 脚脚脚脚 注注注注
１．たな卸資産の評価方法及び評価基準

製品…………………………………移動平均法又は個別法に基づく低価法
半製品、材料………………………移動平均法に基づく低価法
仕掛品………………………………個別法に基づく低価法

２．有価証券の評価方法及び評価基準
取引所の相場のある有価証券………移動平均法に基づく低価法
その他の有価証券……………………移動平均法に基づく原価法

３．有形固定資産の減価償却方法は定率法によっている。
有形固定資産の減価償却累計額　７６，７９９百万円

４．退職金引当金は従業員については、適格退職年金へ移行した部分を除き、当社退職金規則に定める期
末会社都合要支給額を、又役員については内規による期末必要額（８９５百万円）を計上している。
なお、役員についての退職金引当額は商法２８７条ノ２に規定する引当金である。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

６．消費税等の会計処理は税抜方式によっている。
７．その他の流動資産には自己株式 ９百万円（１８千株）を含めている｡
８．当期中の発行済株式数の増加はない。

損損損損 益益益益 計計計計 算算算算 書書書書 脚脚脚脚 注注注注
１．割賦販売利益（割賦売上高より割賦売上高に対応する売上原価を控除した額）及び割賦販売受取利息

については、割賦金の回収期限到来基準によってその実現額を計上している。



－７－

リリリリ ーーーー スススス 取取取取 引引引引 関関関関 係係係係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（当　　期） （前　　期）

取 得 価 額 相 当 額  4,257 百万円  3,733 百万円

減価償却累計額相当額  1,667　　　  1,228

期 末 残 高 相 当 額  2,589  2,504

２．未経過リース料期末残高相当額

　 （当　　期） （前　　期）

１ 年 以 内    983 百万円    863 百万円

１ 年 超  1,649　　　  1,677

合　　　　　　　　計  2,632  2,540

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（当　　期） （前　　期）

支 払 リ ー ス 料  1,058 百万円    793 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額    999    722

支 払 利 息 相 当 額     70     57

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法はリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

・利息相当額の算定方法についてはリース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によっている。



－８－

６６６６．．．．売売売売上上上上高高高高内内内内訳訳訳訳

営業品目別（国内・輸出別）売上高

営 業 品 目
当　　期  (構成比)
自平成　9 年 4 月　１日
至平成 10 年 3 月 31 日

前　　期  (構成比)
自平成 8 年 4 月　１日
至平成 9 年 3 月 31 日

前期比

油 圧 シ ョ ベ ル

国内

輸出

　　　　　百万円　 ％

　７２，８４２（ 27）

　６０，０３９（ 23）

　　　　　百万円　 ％

　９３，３６６（ 34）

　４６，６９９（ 17）

　　　　％

　　７８

　１２９

製 計 １３２，８８１（ 50） １４０，０６５（ 51） 　　９５

ミ ニ シ ョ ベ ル

国内

輸出

　１４，６１３（  5）

　　２，２４１（  1）

　１８，６４７（  6）

　　１，８０５（  1）

　　７８

　１２４

計 　１６，８５４（  6） 　２０，４５３（  7） 　　８２

国内

輸出

　　８，５６５（  3）

　　３，２２９（  1）

　　９，２３４（  4）

　　３，２９１（  1）

　　９３

　　９８
ク ロ ー ラ ク レ ー
ン・
基 礎 工 事 用 機 械 計 　１１，７９４（  4） 　１２，５２６（  5） 　　９４

品

トンネル掘進機他

国内

輸出

　４３，１９８（ 17）

　２０，９８３（  8）

　４７，６５６（ 18）

　１４，７４９（  5）

　　９１

　１４２

計 　６４，１８２（ 25） 　６２，４０６（ 23） 　１０３

小　　　　計

国内

輸出

１３９，２１８（ 52）

　８６，４９３（ 33）

１６８，９０５（ 62）

　６６，５４６（ 24）

　　８２

　１３０

計 ２２５，７１２（ 85） ２３５，４５２（ 86） 　　９６

サ ー ビ ス

国内

輸出

　２５，３５１（ 10）

　１３，２３５（  5）

　２６，７３５（ 10）

　１０，３６７（  4）

　　９５

　１２８

計 　３８，５８７（ 15） 　３７，１０３（ 14） 　１０４

合　　　　計

国内

輸出

１６４，５７０（ 62）

　９９，７２９（ 38）

１９５，６４１（ 72）

　７６，９１３（ 28）

　　８４

　１３０

計 ２６４，２９９（100） ２７２，５５５（100） 　　９７

地 域 別 輸 出 売 上 高

地　　　　　域
当　　期  (構成比)
自平成 9 年 4 月 １日
至平成 10 年 3 月 31 日

前　　期  (構成比)
自平成 8 年 4 月 １日
至平成 9 年 3 月 31 日

前期比

北 米

ア ジ ア

欧 州

オ セ ア ニ ア

中 南 米

中 近 東

ア フ リ カ

　　　　　百万円　　％

　４９，８０４（ 50）

　２３，９７９（ 24）

　１２，１２０（ 12）

　　７，９１２（  8）

　　３，８６６（  4）

　　１，５４５（  2）

　　　　５０１（ ―）

　　　　　百万円　　％

　３４，５８４（ 45）

　２６，５３８（ 35）

　　９，２７９（ 12）

　　４，８６５（  6）

　　　　７０３（  1）

　　　　７２１（  1）

　　　　２２２（ ―）

　　　　%

　１４４

　　９０

　１３１

　１６３

　５５０

　２１４

　２２６

合　　　　計 　９９，７２９（100） 　７６，９１３（100） 　１３０



－９－

７７７７．．．．有有有有価価価価証証証証券券券券のののの時時時時価価価価等等等等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当　　期（平成 10 年 3 月 31 日現在） 前　　期（平成 9 年 3 月 31 日現在）
種　　　類 貸借対照表

価　　　額
時　　　価 評 価 損 益

貸借対照表
価　　　額

時　　　価 評 価 損 益

(1)流動資産に
属するもの
株　　　式

債　　　券

そ　の　他

９

０

０

９

０

０

－

０

０

７

０

０

７

０

０

―

０

０

小　　　計 ９ ９ － ７ ７ ―
(2)固定資産に
属するもの
株　　　式

債　　　券

そ　の　他

３，２８５

１０２

０

３，６７６

１１６

０

３９０

１４

０

４，４３５

１０２

０

５，０６２

１１３

０

６２７

１１

０

小　　　計 ３，３８７ ３，７９２ ４０５ ４，５３７ ５，１７５ ６３８
合　　　計 ３，３９７ ３，８０２ ４０５ ４，５４４ ５，１８３ ６３８

（注）１．時価等の算定方法
　　　　①上場有価証券　　　　　　　主に東京証券取引所の最終価格
　　　　②店頭売買有価証券　　　　　日本証券業協会が発表する最終売買価格
　　　２．株式には自己株式を含んでいる。
　　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　   当   期　　　　　　   前   期
　       （流動資産に属するもの）買現先の債券　　　　　１，９９７百万円　　　　　９９９百万円

　       （固定資産に属するもの）非上場株式　　　　　２２，２５４百万円　　２２，２１６百万円
　　　　　　　　　　　　       （内関係会社株式）　（２０，５８１百万円）（２０，６９５百万円）

 非上場外国債券　　　　　　５００百万円　　　　　　　０百万円



－10－

８８８８．．．．デデデデリリリリババババテテテティィィィブブブブ取取取取引引引引のののの契契契契約約約約額額額額等等等等、、、、時時時時価価価価及及及及びびびび評評評評価価価価損損損損益益益益

当社は、先物為替予約取引以外のデリバティブ取引は行っていない。

（単位：百万円）

当期（平成 10 年 3 月 31 日現在） 前期（平成 9 年 3 月 31 日現在）

区 種　　類 契 約 額 等 時 価 評価損益 契 約 額 等 時 価 評価損益

分 うち1年超 うち1年超

市

場

取

引

以

外

の

取

引

為 替 予 約 取 引

売 建

　米 ド ル

　オランダギルダー

買 建

　米 ド ル

22,131

132

3,884

0

0

0

22,739

131

3,996

△607

－

111

16,141

221

2,959

0

0

0

16,716

222

3,004

△574

―

45

合　　　　計 ― ― ― △495 ― ― ― △529

（注）１．期末の為替相場は先物相場を使用している。

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定

している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについ

ては、開示の対象から除いている。



－11－

９９９９．．．．役役役役　　　　員員員員　　　　のののの　　　　異異異異　　　　動動動動

（平成１０年 6月 2６日付）

１． 代表者の異動

　  該当事項はありません

２． その他の役員の異動

（１） 新任監査役候補

　　　　監 査 役 ( 常 勤 )　　 
おおすか  ただし

大須賀 直　　　（現　顧問）

（２） 退任予定監査役

　　　　監 査 役 ( 常 勤 )　　 
 ほんだ   せんや  

本多  千也

以　　上


